
 1

持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた 

「中期プログラム」 

 

 平成20年12月24日 

 閣 議 決 定 

 

Ⅰ．景気回復のための取組  

 

(1) 世界経済の混乱から国民生活を守り、今年度を含む３年以内の景

気回復を最優先で図る。このため、政府･与党においては、景気回復

期間中に、減税措置及び定額給付金を税制抜本改革を前提に時限的

に行うことを含め、当面、総額 75 兆円規模の景気対策（安心実現の

ための緊急総合対策、生活対策及び生活防衛のための緊急対策）を

着実に実施する。特に、景気後退の影響が大きい雇用、企業の資金

繰り、生活者支援等の面で、様々な政策手段を適切に活用しながら、

最大限の努力を傾注する。また、政府は日本銀行と一体となって適

切な経済運営に万全を期す。 

 

(2) あわせて、世界の潮流変化を先取りした経済成長の実現に向け、

日本の底力を最大限に発揮させる成長戦略を具体化し、推進する。 

 

 

Ⅱ．国民の安心強化のための社会保障安定財源の確保  

 

 

 

 

 

 

１．堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度の構築 

 

   急速に進む少子・高齢化の下で国民の安心を確かなものとするため、

我が国の社会保障制度が直面する下記の２つの課題に同時に取り組み、

堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。 

安心強化の３原則 

原則１．中福祉・中負担の社会を目指す。 

原則２．安心強化と財源確保の同時進行を行う。 

原則３．安心と責任のバランスの取れた安定財源の確保を図る。 
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(1) 「社会保障国民会議最終報告」（2008 年 11 月 4 日）などで指摘さ   

れる社会保障制度の諸問題や「中福祉」のほころびに適切に対応し、  

その機能強化と効率化を図ることにより、国民の安心につながる質 

の高い「中福祉」を実現する。 

 

(2) 社会保障制度の財源（保険料負担、公費負担及び利用者負担）の

うち、公費負担については、現在、その３分の１程度を将来世代へ

のつけまわし（公債）に依存しながら賄っている。こうした現状を

改め、必要な給付に見合った税負担を国民全体に広く薄く求めるこ

とを通じて安定財源を確保することにより、堅固で持続可能な「中

福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。 

 

２．安心強化と財源確保の同時進行 

 

  国民の安心強化と持続可能で質の高い「中福祉」の実現に向けて、

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、基礎年金

の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・

サービスの強化など機能強化と効率化を図る。このため、別添の工程

表で示された改革の諸課題を軸に制度改正の時期も踏まえて検討を進

め、確立・制度化に必要な費用について安定財源を確保した上で、段

階的に内容の具体化を図る。 

 

３．安心と責任のバランスの取れた財源確保 

 

(1) 社会保障安定財源については、給付に見合った負担という視点及  

び国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に 

分かち合う観点から、消費税を主要な財源として確保する。これは 

税制抜本改革の一環として実現する。 

 

(2) この際、国・地方を通じた年金、医療、介護の社会保障給付及び

少子化対策に要する公費負担の費用について、その全額を国・地方

の安定財源によって賄うことを理想とし、目的とする。 

このため、2010 年代半ばにおいては、基礎年金国庫負担割合の２

分の１への引上げに要する費用をはじめ、上記２．に示した改革の

確立・制度化及び基礎年金、老人医療、介護に係る社会保障給付に
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必要な公費負担の費用を、消費税を主要な財源として安定的に賄う

ことにより、現世代の安心確保と将来世代への責任のバランスを取

りながら、国・地方の安定財源の確保への第一歩とする。 

具体的には、上記の社会保障給付及び少子化対策に要する費用の

状況や将来見通し、財政健全化の状況等を踏まえて、税制の抜本改

革法案の提出時期までに、その実施方法と合わせて決定する。 

 

 

Ⅲ．税制抜本改革の全体像  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．税制抜本改革の道筋 

 

(1) 基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げのための財源措置や

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見

通しを踏まえつつ、今年度を含む３年以内の景気回復に向けた集中

的な取組により経済状況を好転させることを前提に、消費税を含む

税制抜本改革を 2011 年度より実施できるよう、必要な法制上の措置

をあらかじめ講じ、2010 年代半ばまでに段階的に行って持続可能な

財政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復過

程の状況と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発揮が見込ま

れる段階に達しているかなどを判断基準とし、予期せざる経済変動

にも柔軟に対応できる仕組みとする。 

 

(2) 消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密

に区分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応

経済状況の好転後に実施する税制抜本改革の３原則 

原則１．多年度にわたる増減税を法律において一体的に決定し、そ

れぞれの実施時期を明示しつつ、段階的に実行する。 

原則２．潜在成長率の発揮が見込まれる段階に達しているかなどを

判断基準とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる

仕組みとする。 

原則３．消費税収は、確立・制度化した社会保障の費用に充てるこ

とにより、すべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。
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関係を明示する。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した

年金、医療及び介護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てる

ことにより、消費税収はすべて国民に還元し、官の肥大化には使わ

ない。 

 

２．税制抜本改革の基本的方向性 

 

 社会保障の安定財源確保を始め、社会における様々な格差の是正、

経済の成長力の強化、税制のグリーン化など我が国が直面する課題に

整合的かつ計画的に対応するため、下記の基本的方向性により更に検

討を進め、具体化を図る。 

 

(1) 個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の

観点から、各種控除や税率構造を見直す。最高税率や給与所得控除

の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げるとともに、給

付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子

育て等に配慮して中低所得者世帯の負担の軽減を検討する。金融所

得課税の一体化を更に推進する。 

(2) 法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化

の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な負担に留意しつつ、

課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引下げを検討する。 

(3) 消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを

明らかにする観点から、消費税の全額がいわゆる確立・制度化され

た年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に充てられるこ

とを予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。

その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等総合的な

取組みを行うことにより低所得者の配慮について検討する。 

(4) 自動車関係諸税については、税制の簡素化を図るとともに、厳し

い財政事情、環境に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方及び

暫定税率を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討

する。 

(5) 資産課税については、格差の固定化防止、老後扶養の社会化の進

展への対処等の観点から、相続税の課税ベースや税率構造等を見直
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し、負担の適正化を検討する。 

(6) 納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上と課税

の適正化を図る。 

(7) 地方税制については、地方分権の推進と、国・地方を通じた社会

保障制度の安定財源確保の観点から、地方消費税の充実を検討する

とともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在

性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。 

(8) 低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進する。 

 

 

Ⅳ．今後の歳出改革の在り方  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 経済状況が好転するまでの期間においては、景気回復と財政健全化

の両立を図る観点から、財政規律を維持しつつ、経済情勢を踏まえて、

状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う。 

 

(2) 経済状況が好転した以降においては、社会保障の安定財源確保に向

けて消費税を含む税制抜本改革を実行していく中、景気の後退により

悪化した財政を建て直すべく、厳格な財政規律を確保していく。 

具体的には、国・地方を通じ、社会保障、非社会保障の各部門につ

いて、以下の基本的方針の下にたゆまざる改革を実行することとする。 

 

（社会保障部門） 

・ 「中福祉」に見合ったサービス水準を確保するべく、安定財源の確

歳出改革の原則 

原則１．税制抜本改革の実現のためには不断の行政改革の推進と無

駄排除の徹底の継続を大前提とする。 

原則２．経済状況好転までの期間においては、財政規律を維持しつ

つ、経済情勢を踏まえ、状況に応じて果断な対応を機動的

かつ弾力的に行う。 

原則３．経済状況好転後においては、社会保障の安定財源確保を図

る中、厳格な財政規律を確保していく。 

101



 6

保と並行して社会保障の機能強化を図るとともに、コスト縮減、給

付の重点化等の効率化を進める。 

 

（非社会保障部門） 

・ 非社会保障部門全体として、国民のニーズ等の変化を踏まえつつ、

規模を拡大しないことを基本とし、効果的・効率的な公共サービス

の提供を進める。 

 

 

Ⅴ．中期プログラムの準備と実行  

 

 

 

 

 

 

 

(1) 経済好転後の税制抜本改革等の速やかな施行のために、その実施時

期に先立ち、改革の内容の具体化を進めるとともに、法案その他の制

度的準備を整える。政府においては、経済財政諮問会議や政府税制調

査会などで行われる議論も踏まえつつ、関係省庁が連携してそのため

の検討に着手する。 

 

(2) 2009 年度（平成 21 年度）の税制改正に関する法律の附則において、

前記の税制抜本改革の道筋及び基本的方向性を立法上明らかにする。 

 

(3) 基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げについては、2004 年

（平成 16 年）年金改正法に沿って、前記の税制抜本改革により所要の

安定財源を確保した上で、恒久化する。2009 年度及び 2010 年度の２

年間は、臨時の財源を手当てすることにより、基礎年金国庫負担割合

を２分の１とする。なお、Ⅲ.１.(1)における「予期せざる経済変動」

に対応する場合には、それまでの間についても、臨時の財源を手当て

することにより、基礎年金国庫負担割合を２分の１とする措置を講ず

るものとする。 

（了）  

準備と実行に関する原則 

原則１．経済好転後の速やかな施行のために、税制抜本改革の実 

施時期に先立ち、制度的準備を整える。 

原則２．国民の理解を得ながら「中期プログラム」を確実に実行 

するため、税制抜本改革の道筋を立法上明らかにする。 
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